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治水対策に関する中間報告について 

 

本特別委員会の調査検討した内容について、会議規則第７７条の

規定により、次のとおり中間報告いたします。 
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治水対策に関する中間報告 

 

長沼町の歴史は、水害との戦いの歴史である。頻発する水害によ

って、農業生産はもとより、商工業、地域住民の日常生活すら脅か

されるほど大きな被害を受け、町の福祉増進及び発展に大きな障害

となっている。 

このため、治水対策特別委員会では、長沼町の治水対策について

の調査、研究を進めてきたところであるが、その結果を次のとおり

報告する。 

 

１ 地勢 

長沼町は、石狩平野低地帯のほぼ中央に位置し、地形を大別する

と東側約２０％は山地丘陵部で、標高２９４．２メートルを最高に

西に向かって急傾斜後、緩やかな段丘を経て、山頂から約３キロメ

ートルで平野部に達する。西側約８０パーセントは平野部で、最低

標高５．５メートルと極めて低地で平坦である。 

 この平野部を囲むように南に千歳川、西に旧夕張川、北に夕張川

が流れ、千歳川、夕張川は石狩川に合流し日本海に注いでいるが、

特に本町の低地帯を流下する千歳川は勾配が極端に緩やかなため流

速が遅く、合流点の石狩川の水位の影響を強く受け、加えて各支川

の整備によって洪水時の流出が速く、急激に本川水位が高くなるた

め、長沼町内各支川の自然流出が困難となり、内水氾濫による湛水

被害の要因となるところから、強制的内水排除に頼らざるを得ない

状況である。 

 

２ 治水対策の経緯と現況 

有史以来、関係者の努力によって、昭和１１年の夕張川新水路を

はじめ、各河川の河道掘削、築堤強化、内水排除施設の整備等水害

を防ぐための事業が推進され、その成果を挙げてきたが、水害根治

には至らなかった。 



 

昭和５６年には計画規模を上回る降雨によって甚大な被害を受け、

その後、洪水被害軽減のため、治水事業の促進・強化が図られ、大

学排水機場、馬追運河の改修、東１線放水路、南６号排水機場など

が完成し、平成１８年には、千歳川、嶮淵川の浚渫掘削が完了して

いる。 

そして現在、南６号川、南９号川の河川改修をはじめ旧夕張川の

浚渫掘削が進められている。 

また、転作畑を多く抱える本町は、耕地の汎用化対策並びに低地

帯地域の湛水被害解消が迫られている。 

千歳川流域の抜本的治水対策として期待されていた千歳川放水路

計画は、流域外での自然環境や漁業などへの影響が大きな課題とな

り、平成１１年に計画が中止された。 

これに代わる治水対策を早急に講じるため、国・道共同で「千歳

川流域治水対策全体計画検討委員会」が設置され、新たな治水対策

として、「堤防強化（遊水地併用）案」を選択すべきとの提言を行

った。 

国は、平成１６年６月に遊水地による洪水調節と併せて、石狩川

の高い水位の影響を長時間受けることに対応した堤防整備を図る治

水対策を石狩川水系河川整備基本方針に位置づけ、平成１７年４月

にその基本方針に基づき「石狩川水系千歳川河川整備計画」を策定

した。現在、同計画に基づく堤防の整備、遊水地群の整備をはじめ

とした各種対策が実施されているところである。 

 

３ 今後の治水対策 

水害のない町づくりにあたっては、長沼町をとりまく河川の水位

を下げることが極めて重要である。 

今後、石狩川水系の治水事業の促進と併せ、千歳川流域治水対策 

については、当面の対策として、旧夕張川及び馬追運河の河道の浚

渫掘削等を進める一方、石狩川本川と同等の強度を有する堤防の強

化、嶮淵右岸地区遊水地の整備などの抜本的治水対策の早期完成に



 

向け、関係市町はもとより、町民をはじめ、流域住民が一致団結し

て関係機関に強力に促進を働きかけなければならない。 

加えて、改修済みの河川にあっても、導水機能の強化、築堤、樋

門及び樋管の整備と効率的運用並びに自然環境に配慮した河川景観

づくりが必要である。 

内水の処理については、湛水被害の解消を図るため、引き続き内

水排除施設の更なる充実・強化を図るべく、関係機関に強く働きか

けるとともに、河川及び排水の適正な維持管理が必要であることか

ら、住民の河川愛護精神の高揚とあわせて治水事業に対する理解を

一層深めていくことが望まれる。 

本流域各河川の内外水対策をはじめとする治水事業が総合的かつ

的確に促進され、憂慮される洪水被害の未然防除に対する具体的な

計画が策定され、各種対策が実施されている段階である。 

今後とも、治水事業は膨大な費用を要することから、その財源措

置を国に対して強く要望しつつ、国、道、町及び地域住民が一丸と

なって、長年の悲願である洪水根絶に向けた最大の努力を傾注すべ

きである。 

 


